
　平成１４年度の一般、特別及び公営企業の各会計決算は、９月に開催した第４回定例市議会に上程され、
水道と病院の公営企業会計決算は、会期中に決算審査特別委員会で審査し、同定例会で認定しています。 
　また、一般会計と八つの特別会計決算は、閉会中に決算審査特別委員会で審査し、１０月に開催した第５
回臨時市議会で認定しています。 
　地方自治体を取り巻く財政環境は年々厳しさを増しているだけに、委員会の審査では、１年間にわたる
行財政運営の考え方や各施策の効果等について活発な論議を交わしました。 

各
施
策
の
効
果
な
ど 

　
　
め
ぐ
り
活
発
な
論
議 － さらに効率的な行財政運営を － 

◆一般会計……平成１４年度の一般会
計決算は、歳入決算額４４９億５４５万
５７５３円に対し、歳出決算額４４７億２１３２
万９０２３円で、差し引き１億８４１２万
６７３０円の残となり、翌年度へ繰り越
すべき財源を除いた「実質収支額」は
１億２５６２万２５５４円となっています。 
　１４年度は、地方公共団体の財政力
を示す「財政力指数」が、前年と同
率であり、起債許可制限比率が危険
ラインとされる１５％を超えたほか、
実質単年度収支が５年連続で赤字と
なるなど、今後の財政運営上、憂慮
される状況にあります。 

  今後とも、景気の低迷や物価の下
落等により税収の伸びが期待できな
い中で、多様化する行政ニーズにこ
たえていくためには、さらに計画的
で効率的な行財政運営が必要です。 
◆特別会計……平成１４年度での八つ
の特別会計の決算総額は、歳入３５１
億４１６万４５０９円、歳出は３５２億７１８１万
１５０５円となり、国民健康保険事業及
び老人保健事業を除いた６会計は、
収支均衡ないしは黒字となっていま
す。 
  しかし、社会経済情勢が厳しい中
で、急速に進む高齢社会への対応や

下水道等の都市基盤整備を進めてい
くためには、各会計ともに、さらに
創意と工夫にあふれた事業運営が求
められます。 
◆公営企業会計……水道と病院の公
営企業は、財政環境が厳しい中で、
企業努力が重ねられています。 
  水道事業では、老朽管更新工事な
どを実施し、安定供給を図ったこと
から、上水のうち、使用料として徴
収できる水量割合である有収率が
０.６ポイント好転したものの、１世
帯当たりの使用水量が減少したこと
などで、１億２１万５１４８円の純損失が

生じています。 
  また、病院事業では、医療機器の
更新など、地域の中核的医療機関と
して努力されているものの、入院・
外来患者数が減少したことなどから、
４億６４４２万９２４０円の純損失が生じて
おり、積極的な経営改善を推進し、
安全かつ安心できる医療の提供を期
待します。 
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年賀状はお出しできません 
　議員が、市民の皆様へ年賀状を出すことは、
公職選挙法で禁止されています。 
　公正な政治活動をするため、皆様のご理
解とご協力をお願いします。 

農 業 共 済 
事　業 

交通災害共済 
事　業 
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国民健康保険 
事　業 

老 人 保 健  
事　業 

下　水　道 
事　業 

駐　車　場 
事　業 

住宅街区整備用地 
先行取得事業 

介 護 保 険 
事　業 

決 算 審 査 概 要  決 算 審 査 概 要  

　決算とは、各年度ごとに市の政策推進に
要した支出と、税をはじめとする収入の額
を報告するものです。 
  市議会は、市長から決算が提出されると、
本会議で、それぞれ議員の半数で構成する「一
般会計決算審査特別委員会」、「特別会計決
算審査特別委員会」及び「公営企業会計決
算審査特別委員会」の三つの委員会を設け、
ここに審査を付託（委ねること）します。 
　各委員会は、１年間の行財政運営の効果
等について審査を加えます。 
　委員会の審査が終わると、本会議で、そ
れぞれの委員長から審査結果報告を受け、「認
定」、「不認定」の結論が出されることとな
ります。 
　決算審査の主な流れは、右のイラストの
とおりです。 

決 算 と 議 会 決 算 と 議 会 
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一 般 会 計 
歳 
　入 

歳 
　入 

歳 
　出 

３１億５８６２万３４１４円 

３２億５４１２万３０００円 

１４億４３８万４４０８円 

１００億２７９万３７４４円 

２１８億７８０万８１８７円 

５２億７７７２万３０００円 

４３億６８２６万５９４３円 
２万７３８２円 

１０４億７７９７万１２８２円 
６万５６８１円 

５８億２６２６万３１１２円 
３万６５２２円 

５３億４０６７万３４６７円 

２９億８２４万６７８１円 

６９億７２５３万９５６０円 

８８億２７３６万８８７８円 
５万５３３４円 

３万３４７８円 

１万８２３０円 

＝１人当たり 
　（人口は、平成１５年３月末人口　１５万９５２９人） 

４万３７０７円 
民 生 費  

その他 

土 木 費  

市　　税 市　債 

そ の 他  
総 務 費  

公 債 費  

県支出金 
地方交付税 

国庫支出金 衛 生 費  

教 育 費  

当初予算額 445億8400万円 
最終予算額 460億1890万2933円 

委員　１４年度では、市税全体の収納
率が、前年度より１.１％減の９１.３％と
なっている。 
　長引く不況の中で税収を確保して
いくためには、明確な目標を設定す
る必要があると考えるが、収納率向
上へ向けた取り組み方針を伺いた
い。 
企画財政部長　本市では、市税収入
の１００％確保を目指して鋭意努力し
ているが、低迷する社会経済情勢の
中にあっては、それも困難な状況に
ある。 
　このような中で、本市の徴収率に
ついては、阪神間でも遜色のない状
況にあると認識しているが、今後は、
類似団体の徴収率も参考にしながら、
目標値を設定するなど、実現可能な
目標を設定し、徴収率の向上に努め
ていく考えである。 
委員　現在、国では、補助金削減、
交付税改革、税源移譲を行おうとす

る「三位一体の改革」が推進されて
いる。 
　１４年度では、５２億７７７２万３０００円の
地方交付税が交付されているが、今
後の収納見通しを伺いたい。 
財政課長　地方交付税については、
今年の夏までに一定の改革方針が示
される状況にあったが、最終的には
その判断が、来年度の予算編成時ま
で先送りされることとなっている。 
　交付税改革については、本市の財
政運営に大きな影響を与えることか
ら、今後は、地方交付税の改革が明
らかになった時点で、遺漏のないよ
うに対応していく考えである。 
 
 
 
委員　交通安全対策特別交付金は、
前年度より４％増の収納額となって
いるが、この交付金の算定要素とな
る事故件数等について伺いたい。 

道路交通室長　この交付金
は、地方公共団体の道路交
通安全施設の設置経費等に
充てるため、国に納められ
た交通反則金から所定経費
を控除した額を、交通事故
の発生件数等により算定し、
配分するものである。 
　１４年度では、本市区域内
で発生した交通事故件数が、
前年度より３２１件増の２２９１
件となったことから、これが主な要
因となり同交付金の収納額が増加し
たものである。 
 
 
 
委員　平日における来庁者や休日等
の自動車利用者の利便性向上を図る
ためにオープンしている「庁舎内駐
車場」は、前年度より３.５％増の収
納額となっているが、その収支状況
を伺いたい。 
契約管財課長　庁舎内駐車場の利用
料については、合計で８１９万２３００円
が収納されており、その内訳は平日

で６５５万１５００円、休日で１６４万８００円
となっている。 
　その一方で、駐車料金システムの
リースやシルバー人材センターに委
託している整理業務、２段式駐車場
の保守点検等を合計すると、８７９万
４２７４円の支出額となり、６０万円程度
の赤字が生じている。 
　しかし、駐車場料金システムにつ
いては、高額なリース料を支払う期
間が１４年度までの５年間で終了し、
今後は低額なリース料となることか
ら、１５年度では、その差額１７０万円
余りが減額されることで、黒字に転
じるものと考えている。 

委員　平成１４年６月に、男女共同参
画センターが、小花１丁目のジョイ
ン川西内にオープンしているが、同
センターの運営方針や利用状況につ
いて伺いたい。 
男女共同参画・市民活動推進課主幹
　男女共同参画センターについては、
市民公募により設置した「男女共同
参画センター運営委員会」の意見・
提言等を聴きな
がら運営を行っ
ている。 
　また、平成１４
年度には、４３の
同センター登録
団体があり、趣
味の活動など、
目的外での使用
は、有料となる
ものの、男女共
同参画社会の実
現に向けた活動
については、す

べて無料となっている。 
委員　１４年度では、中央北地区住宅
街区整備事業の再評価を行うべく「川
西市事業評価監視委員会」が開催さ
れているが、その具体的な評価内容
を伺いたい。 
政策室主幹　中央北地区住宅街区整
備事業については、平成１０年度に事
業採択後、一定の期間が経過してい

ることから、学識経験者５名で構成
する事業評価監視委員会に事業の再
評価について、諮問を行ったところ
である。 
　その後、同委員会から、中央北地
区住宅街区整備事業に関し、「皮革
産業の工場が地区の大半を占め、住
工が混在している当該地域について、
適切な土地利用転換を行い、環境の
改善を図ることは必要である。しか
しながら、現下の厳しい経済情勢な
どから、事業スキーム（計画）の見
直しが必要であり、それまでの間、
住宅街区整備事業に係る補助事業は
いったん休止することとする。今後
は、早急に新たな事業スキームを構
築の上、当該地区のまちづくりを推
進されたい。」との答申を得たとこ
ろである。 
 
 
 
委員　１４年度では、一人暮らしの高
齢者等で、調理が困難な方を対象に
実施されている「配食サービス」に
ついて、総配食数が前年度より、
３９０１食増加し、３万４１１食となって

いることから、増加要因を伺いたい。 
長寿社会担当主幹　配食サービス事
業については、現在、社会福祉協議
会に委託し、実施しているところで
ある。 
　１４年度では、配食の料理内容につ
いて、改善に努めてきたことや、配
食を必要とされる方が増加傾向にあ
ることなどから、配食数が増加した
ものであると考えている。 
 
 
 
委員　１４年度では、適応指導教室「セ
オリア」で実施されている不登校相
談について、保護者からの相談件数
が２９件となっているが、セオリア
の対応状況について伺いたい。 
教育情報センター主幹　１４年度、セ
オリアへの通室生については、前年
度より若干減少しているものの、家
庭で引きこもり状態の児童生徒が増
加傾向となっている。 
　そうしたことから、同教室での小
集団活動や個別指導のほか、電話に
よる相談や訪問指導などを行いなが
ら、対応をしているところである。 男女共同参画センター 男女共同参画センター 

市税 収納率向上への取り組み示せ 
「地方交付税」の収納見通しも 

「交通安全対策特別交付金」 
収納額の増加要因を聞く 

市役所内駐車場  
収支状況を問う  

適応指導教室『セオリア』 
不登校児童等への支援体制は 

男女共同参画センター 運営方針など聞く 

配食サービス事業 
総配食数の増加要因問う 
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委員　１４年度でも、総収支で１億
２１万円の純損失が生じており、繰
越利益剰余金が減少しつつある。 
　近年の社会経済情勢などを考慮す
ると、現行の料金体系を見直すなど、
抜本的な経営の効率化に努める必要
があると思うが、今後の事業推進姿
勢を伺いたい。 
水道局長　近年、核家族化の進行や
節水型家電製品の普及などに伴い、
本市では、１世帯当たりの使用水量
が減少し、水道事業経営を大きく圧
迫している。 
　このため、水道事業では、局内に
水道事業経営研究会を設置して、今
後の経営のあり方などに関して種々
検討してきた。 
　さらに、１５年度には、専門家等で
構成する水道事業経営審議会を立ち
上げ、料金体系のあり方など、水道
事業経営の分析を行っていただく考
えであり、今後とも、事業経営の効
率化に向けて努力していきたい。 

委員　１４年度では、給水原価が過去
５年間で最も低い金額となっている
ことから、具体的な経費節減対策に
ついて伺いたい。 
水道局長　水道事業では、１２年度に
策定した経営基盤整備計画に基づき、
職員が一致団結して、組織の効率化
に努めてきている。 
　１４年度では、職員９名を削減した
ことで約６７００万円の人件費が減額さ
れたほか、道路掘削面積を狭めるこ
とで約３０００万円の道路復旧費が減額
されるなど経費節減に努めてきたと
ころであり、その結果、給水原価が、
前年度より２.８％減の２０６.５３円となっ
たものである。 

◆　　◆　　◆ 
反対意見　１４年度も「市民の命を守
る水」に消費税が転嫁されており、
本決算は認定できない。 
賛成意見　今後とも、事業経営の効
率化と「安全な水」の供給に努めら
れるよう要望し、本決算を認定する。 

委員　１４年度では、小児科や整形外
科等で医師の欠員状態が続くなど、
十分な医療体制が整わなかったこと
から、入院患者数で４８０３人、外来患
者数で２万８３７人、それぞれ前年度
と比べて減少している。 
　医師の確保は病院経営の基本であ
ると考えるが、診療体制の確保へ向
けた今後の対応姿勢を伺いたい。 
病院事務長　医師の確保については、
最優先で取り組むべき課題であると
認識しており、大学による医師派遣
制度のもとでは、大学医局の方と十
分なコミュニケーションを図ること
が肝要であると考えている。 
　近年、小児科医や麻酔科医が全国
的に不足するなど、病院を取り巻く
環境は厳しい状況にあるが、川西病
院では、これまで以上に、大学の方
との連絡を密にしながら、経営基盤
の再構築に向けて努力を重ねたい。 
委員　病院事業では、１４年度でも、
４億６４４２万９０００円の純損失が生じて

おり、累積欠損金は３９億２３３７万２０００
円と多額にのぼっていることから、
経営改善へ向けた取り組み方針を伺
いたい。 
病院事業管理者　川西病院では、病
院と開業医の診療所との役割を分担
する「病診連携」と、かねてより要
望のある「救急医療」を、経営改善
の二本柱と考えている。 
　このうち、救急医療については、
第三者の目から病院を評価する「病
院機能評価」を受審した際にも指摘
されており、来年には救急指定を取
得すべく準備を進めている。 

◆　　◆　　◆ 
反対意見　市民の生命を守る病院事
業において、保険適用外の諸費用に
対して消費税が転嫁されており、本
決算は認定できない。 
賛成意見　今後は、救急指定の早期
実現や多額の累積欠損額の解消に向
けて、より一層努力されることを要
望し、本決算を認定する。 

公 営 企 業 会 計 

効率的な事業経営の推進姿勢問う 
「給水原価」の減額要因も  

当 初 予 算 額  

最 終 予 算 額  

決 　 算 　 額  

56億5341万5000円 

53億7067万1000円 

53億5072万9130円 

  4億4289万6000円 

  4億7236万8000円 

  4億7236万8000円 

  5億5934万3000円 

  5億8179万円 

  5億6707万1897円 

58億4079万5000円 

58億3422万2000円 

57億5339万1478円 

〈 収 益 的 収 入 〉  〈 収 益 的 支 出 〉  

〈 資 本 的 収 入 〉  〈 資 本 的 支 出 〉  

当 初 予 算 額  

最 終 予 算 額  

決 　 算 　 額  

36億7640万5000円 

36億7640万5000円 

35億8094万9124円 

  1億  775万円 

  1億  775万円 

  1億  810万1516円 

  5億3175万円 

  5億3042万9000円 

  4億7372万8544円 

〈 収 益 的 収 入 〉  〈 収 益 的 支 出 〉  

当 初 予 算 額  

最 終 予 算 額  

決 　 算 　 額  

〈 資 本 的 収 入 〉  〈 資 本 的 支 出 〉  

37億4998万1000円 

37億7183万9000円 

36億7387万4094円 

水 道 事 業 病 院 事 業  

当初 予 算 額  

最 終 予 算 額  

決 　 算 　 額  

 
 
 
 
委員　１４年度では、１２５８万２６９１円で
労働福祉会館維持管理事業を行って
いるが、労働福祉会館の利用状況や
利用率向上に向けた取り組み方針に
ついて伺いたい。 
産業労政室長　１４年度、労働福祉会
館の利用状況については、会議室で
６８１９人（４１４件）の方が、宿泊室で
１５９人（２７件）の方がそれぞれ利用
されており、過去３年間と比較する
と減少傾向にある。 
　現在、近隣自治会や老人会などの
ほか、ダンスや絵画のグループなど
の利用にも供しているところである
が、今後とも、利用促進を図るため、
ＰＲに努めるとともに、多方面から
検討していきたい。 
委員　１４年度では、３２３９万４１１９円が
執行されている違法駐車等防止事業
に関して、川西能勢口駅周辺の瞬間
駐車台数が、前年度より１１.７台増の
４３.０台となっていることから、違法
駐車防止に向けた効果的な方策につ
いて伺いたい。 
交通対策課長　１４年度、違法駐車等
防止事業では、啓発用チラシを３万
６０８７枚配布するとともに、悪質な

駐車等については警告ステッカーを
１６７５枚張り付けたほか、警察へ１４０
件の通報を行ったところである。 
市長　今後、警察と十分に協議を行
いながら、さらに効果的な違法駐車
防止のあり方について、考えていき
たい。 
 
 
 
委員　１４年度では、９１５万８２６５円で、
市道敷等不法投棄処理事業が実施さ
れているが、新規実施された、この
事業の効果等について伺いたい。 
道路管理課長　１４年
度、市道敷等不法投
棄処理事業では、パ
トロール等により発
見した、道路敷等の
不法投棄物につい
て、一般廃棄物で、
３万５９８０キロ、産業
廃棄物で、２万８４８０
キロの回収処分を行
ったところである。 
　また、未然に不法
投棄を防止するた

め、不法投棄の多い場所には、ガー
ドレール等を設置したほか、広報紙
に不法投棄の特集を掲載し、市民へ
の啓発を実施したところである。 
 
 
 
委員　平成１４年１０月から、保健セン
ター内の応急診療所で、「小児初期
救急診療」が実施されているが、安
定的な医療体制の確保が求められる
ことから、小児科医師の確保等、今
後の対応方針を伺いたい。 
健康づくり室主幹　小児初期救急診
療については、現在、市医師会等の
協力を得ながら、実施しているとこ
ろであるが、全国的な小児科医師の
不足により、これ以上の小児科医師

の確保は、困難な状況となっている。 
　そうしたことから、現在、宝塚市、
伊丹市、猪名川町と本市で構成する
阪神北部広域行政推進協議会におい
て、広域的な連携事業の一つとして、
小児救急センターの共同設置に向け
た検討を進めているところである。 

◆　　◆　　◆ 
反対意見　１４年度では、再開発事業
や中央北地区住宅街区整備事業など
の大型開発事業に多額の公金が支出
され、一方では、深刻な不況の中で、
高校生への奨学金給付の廃止、幼稚
園保育料の引き上げが行われ、住民
本位の予算執行がなされているとは
言い難い。 
　さらに、住民合意を得ることなく、
広域ごみ処理施設組合が現地調査等
を実施するための負担金が支出され
ており、本決算は認定できない。 
賛成意見　本市を取り巻く財政環境
が厳しい中で、市民サービスの向上
に向け、積極的に行財政運営に取り
組まれてきた点を評価する。 
　今後は、景気低迷により一層、市
税収入が伸び悩みを見せると思われ
るが、財源確保に努めるとともに、
引き続き、行政ＳＲ作戦を展開し、
最小の経費で最大の効果を上げるよ
うな行財政運営を期待し、本決算を
認定する。 

男女共同参画センター 

水　　道　　事　　業 病　　院　　事　　業 

経営改善への取り組み方針聞く 

歳 
　出 

労働福祉会館 利用率向上への取り組み問う 
「違法駐車等防止事業」効果的な対策も 

市道敷 ごみ不法投棄 
処理事業の効果など聞く 

小児初期救急診療 
今後の対応方針ただす 

診療体制 安定化へ向けた対応は 
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委員　１４年度においても、「収納率
向上事業」が実施されているものの、
依然として多額の収納未済額が生じ
ていることから、この事業の効果に
ついて伺いたい。 
保険年金室長　国保事業では、国か

ら２００万円の補助を受けて、国保税
の収納率向上に努めている。 
　国保税の収納率は前年度と比べ低
下しているが、収入済額が約１億
１００万円増加しており、収納率低下
を抑制したと考えている。 

委員　１４年１０月に、従前１割負担で
あった医療費の自己負担割合が「７５
歳以上で、かつ、一定以上の所得の
ある者」は２割負担となるなどの制

度改正がなされているが、これに伴
う医療費個人負担分への影響につい
て伺いたい。 
保険年金室長　医療費の個人負担に
ついては、改正前で、高齢者１人当
たりの年間医療費は約７２万４０００
円で、個人負担額が約６万１０００円
であったのに対し、制度改正後で
は、約７２万８０００円で約６万９０００
円となっており、制度改正により
８０００円程度、個人負担が増加して
いる。 

　本事業は、中央北地区住宅街区整
備事業の推進に当たり、用地の先行
取得を行い、事業の進捗を図ろうと
するものである。 
　１４年度では、土地開発公社買い戻
しに要する経費１１億円及び地方債償
還に要する経費６億２８９５万１０００円の

合計１７億２８９５万１０００円で当初予算が
編成され、これに対する歳入・歳出
決算額は、１７億２８６５万７５８５円となっ
ている。 

◆　　◆　　◆ 
反対意見　中央北地区住宅街区整備
事業は十分な検討がなされないまま、
整備用地先行取得事業が押し進めら
れ、さらに１４年度より、土地開発公
社用地の買い戻しによる多額の経費
が支出されていることから、本決算
は認定できない。 

委員　介護保険事業では、１４年度、
認定調査件数が在宅調査と施設調査
を合わせて５８９３件にのぼっているこ
とから、認定調査の正確性確保に向
けた取り組みについて伺いたい。 
認定サービス担当主幹　認定調査の
正確性確保については、国から指導
方針が出されており、本市のように

民間事業者に委託して調査を実施す
る場合は、抜き打ち検査や前回とは
異なる事業者による調査などを実施
するよう指導されている。 
　１４年度では、事業者が実施した調
査対象者に対し、再度、市の職員に
より調査を実施し、その正確性を確
認したところである。 

委員　１４年度では、一般会計繰入金
が歳入全体の５６.６％を占めているが、
この繰入金の抑制に向けた考え方に
ついて伺いたい。 
土木部参事　本会計決算では、雨水
処理費などの経費を差し引いても、
一般汚水等の処理経費に約８億４０００
万円の財源不足を生じている。 
　今後、市下水道財政運営審議会

の答申内容を精査し、料金改定の
必要性などについて検討を加えた
い。 

◆　　◆　　◆ 
反対意見　１４年度でも、使用料に
消費税を転嫁するとともに、皮革工
場汚水にかかる使用料の減免などが
行われており、本決算は認定できな
い。 

委員　１４年度では、いもち病・ウン
カなどの病害虫に対して、農薬によ

る防除を実施されているが、この薬
剤散布の考え方について伺いたい。 
産業労政室長　薬剤散布については、
以前は粉剤を使用していたが、散布
時に飛散しやすく、周辺の自然環境
などに悪影響を及ぼす可能性があっ
たことから、近年では、育苗箱施用
の際に、環境にやさしく、また防除
作業の省力化が図れるウィンアドマ
イヤー粒剤を使用している。 

農 業 共 済 
事　業 

農 業 共 済 
事　業 

委員　共済制度への加入者数が年々
減少傾向にある中で、制度の廃止も
視野に入れた検討が必要であると考
えるが、今後の共済制度の見通しに
ついて伺いたい。 
古川助役　本事業では、共済加入者

の口座振替への移行などを実施し、
加入者確保に努めてきたが、全国の
自治体で同様の制度が廃止される傾
向にあり、民間保険の内容が多様化
していることから、当制度の今後の
あり方を十分検討していきたい。 

交通災害共済 
事　業 

交通災害共済 
事　業 

「収納率向上事業」 
具体的な効果問う 

14年10月 制度改正 
個人負担分への影響は 

「一般会計繰入金」 
抑制に向けた方針問う 

要介護認定の訪問調査 
正確性確保への取り組みは 

病害虫防除の薬剤散布 
基本的な考え方聞く 

減少する共済加入率 
今後の事業見通し聞く 

228パーキング 
今後の経営方針ただす 

古紙配合率100％再生紙を使用しています 

国民健康保険 
事　業 

国民健康保険 
事　業 

老 人 保 健  
事　業 

老 人 保 健  
事　業 

下　水　道 
事　業 

下　水　道 
事　業 

駐　車　場 
事　業 

駐　車　場 
事　業 

住宅街区整備用地 
先行取得事業 

住宅街区整備用地 
先行取得事業 

介 護 保 険 
事　業 

介 護 保 険 
事　業 

委員　２２８パーキングの利用台数が
前年度より、１万３６６２台減の１５万４５０７
台となっていることから、今後の経
営方針について伺いたい。 

古川助役　２２８パーキングは、当初、周
辺民間駐車場単価をベースに料金設
定し、運営してきたものである。 
　今後についても、採算性より、む

しろ公益・公共性の確保に
重点を置きながら、少ない
管理経費で事業収益を上げ
ていきたい。 

◆　　◆　　◆ 
反対意見　１４年度では、再開
発事業の清算を図るために
買い取られたジョイン川西
駐車場の運営が、市民に多額
の負担を強いていることか
ら、本決算は認定できない。 

決 算 審 査 概 要  決 算 審 査 概 要  決 算 審 査 概 要  

市 
営 

国民健康保険事業 老人保健事業 農業共済事業 交通災害共済事業 下水道事業 駐車場事業 住宅街区整備用地先行取得事業 介護保険事業 

〈予　算〉 

〈決　算〉 〈決　算〉 〈決　算〉 〈決　算〉 〈決　算〉 〈決　算〉 〈決　算〉 〈決　算〉 

〈予　算〉 〈予　算〉 〈予　算〉 〈予　算〉 〈予　算〉 〈予　算〉 〈予　算〉 

115億5975万3000円 55億7826万6000円 17億2895万1000円 1億6639万7000円 52億7577万2000円 3051万1000円 2701万1000円 116億4703万8000円 

120億5740万8000円 56億1873万9000円 17億2895万1000円 1億6639万7000円 54億5070万4020円 3369万6000円 2710万7000円 120億4101万円        

106億1854万8580円 55億4765万  488円 17億2865万7585円 1億6795万4378円 51億8322万3053円 3319万7679円 2639万4004円 117億9853万8742円 

107億  746万5692円 54億9904万3561円 17億2865万7585円 1億6162万  568円 51億7750万6653円 3301万7151円 2639万4004円 119億3810万6291円 

0円 0円 0円 0円 571万6400円 0円 0円 0円 

△8891万7112円 4860万6927円 0円 633万3810円  0円 18万  528円 0円 △1億3956万7549円 

当初予算額 

最終予算額 

歳入総額 

歳出総額 

翌年度へ繰り越すべき財源 

実質収支額 


